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入札・契約制度の改正について 

 

 

入札・契約における適正な履行の確保及び工事品質の確保等を図るため，次のとおり制度改正を行います。 

 

○ 建設工事に係る最低制限基準価格の引上げ 

  建設事業者の経営安定化や工事品質の確保を図るため，平成２８年４月１日以降に発注する建設工事に係る入札において，最

低制限基準価格の算出方法の見直しを実施します。 

 

  入札に係る最低制限価格は，次の算式により決定しています（各入札共通）。 

決定最低制限価格＝最低制限基準価格（Ａ）×ランダム係数（Ｂ） （変更なし） 

 

   最低制限基準価格（Ａ）は，現在，国の基準に基づいて算出していますが，国の基準を上回る独自の算定式により算出するこ

ととし，次のとおり改正します。 

 

工事の 

種 類 
【改正前】最低制限基準価格（Ａ）の算出方法 【改正後】最低制限基準価格（Ａ）の算出方法 

土木関連

工事 

(直接工事費× ９５％)＋(共通仮設費×９０％)＋(現場管

理費×８０％)＋(一般管理費×５５％) 

(直接工事費×１００％)＋(共通仮設費×９０％)＋(現場管

理費×８０％)＋(一般管理費×５５％) 

建築関連

工事 

(直接工事費×     ９５％)＋(共通仮設費×９０％) 

＋(現場管理費           ×８０％)＋(一般管 

理費×３０％) 

(直接工事費×９/１０×１００％)＋(共通仮設費×９０％) 

＋｛(現場管費＋直接工事費×１/１０)×８０％｝＋(一般管 

理費×５５％) 

建築物の

解体工事 

｛(直接工事費×７５％)× ９５％｝＋(共通仮設費×９

０％)＋｛(現場管理費＋直接工事費×２５％)×８０％｝＋

(一般管理費×５５％) 

｛(直接工事費×７５％) ×１００％｝＋(共通仮設費×９

０％)＋｛(現場管理費＋直接工事費×２５％)×８０％｝＋

(一般管理費×５５％) 

プラント

設備工事 

(機器費×８５％)＋(直接工事費× ９５％)＋(共通仮設費

×９０％)＋｛(現場管理費＋据付間接費＋設計技術費)×８

０％)｝＋(一般管理費×５５％) 

(機器費×８５％)＋(直接工事費×１００％)＋(共通仮設費

×９０％)＋｛(現場管理費＋据付間接費＋設計技術費)×８

０％)｝＋(一般管理費×５５％) 

水道設備

関連工事 

｛直接工事費－(機器費×４０％)｝× ９５％＋｛共通仮設

費＋（機器費×１０％) ｝×９０％＋｛現場管理費＋（機器

費×２０％）｝× ８０％＋｛一般管理費＋（機器費×１０％）｝

×５５％ 

｛直接工事費－(機器費×４０％)｝×１００％＋｛共通仮設

費＋（機器費×１０％) ｝×９０％＋｛現場管理費＋（機器

費×２０％）｝× ８０％＋｛一般管理費＋（機器費×１０％）｝

×５５％ 

※ 最低制限価格は，予定価格の１００分の８０以上とし，現在定めている上限の１００分の９０は撤廃します。 

※ 建築関連工事については，直接工事費に現場管理費相当額が含まれているため，直接工事費１０％を直接工事費から差

し引き現場管理費に加算します【国土交通省通知に準拠】。 

 

【参考】最低制限価格等に関する他都市の状況 

(1) 県内市の状況 

国が示す基準 採用市 

平成２５年基準 広島市，福山市，東広島市，廿日市市，尾道市，大竹市，府中市，呉市 

平成２３年基準以前 三原市，安芸高田市，庄原市，竹原市，三次市，江田島市 

※国が示す算出基準 

 平成２５年基準【平成２５年５月～（現行基準）】 

 (直接工事費×９５％)＋(共通仮設費×９０％)＋(現場管理費×８０％)＋(一般管理費×５５％) 

 平成２３年基準【平成２３年４月～平成２５年４月】 

(直接工事費×９５％)＋(共通仮設費×９０％)＋(現場管理費×８０％)＋(一般管理費×３０％) 

 

(2) 独自基準の採用状況 

区分 平成２５年基準以上の乗率設定 自治体名 最低制限価格に係る上限 

中国地方 直接工事費×１００％ 

共通仮設費× ９０％ 

現場管理費× ８０％ 

一般管理費× ７０％ 

島根県，益田市，山口県，下

関市，宇部市，周南市 

上限なし 

政令市・

県庁所在

市 

直接工事費×１００％ 

共通仮設費× ９０％ 

現場管理費× ８０％ 

一般管理費× ５５％ 

横浜市，川崎市 予定価格の１００分の９５ 

 


